





経済研究所 / Institute of Developing






























































はなく、朴槿 は南北交流を推進することも考えていた。一月一〇日に中国政府の特使である張志軍外務次官と会談した 、朝鮮の核開発 決して容認 きないが、人道支援や対話を通じ 南北協力の窓口は く 語った。一月一六日にアメリカ政府代表団と会った時でも朴槿恵 、北朝鮮の核開発は容認できず断固として応するが、北朝鮮へ 人道的を含む対話の窓口は開けておく語った。引き継ぎ作業が始まっても「朝鮮半島の信頼プロセス構想」には変わりがなかったといえよう。　
しかし、 「朝鮮半島の信頼プロ
セス構想」を推進する朴槿恵には、困難な局面が現れた。一月二二日に国連安全保障理事会が対朝制裁決議を採択した。制裁を定めた国連憲章第七章の文言は入っていないが、制裁の内容はそれまでの対朝制裁決議を上回るも であった。一月二三日に韓 外交通商部報道官は、 安保理決議履行と独自制裁を検討する方針を明らかにした。　
それに対して、北朝鮮側は大き




次々に出されていった。金正恩を含む国家安全と対外部門の幹部協議会が開催され、金正恩が「強度の高い国家的重大措置」を行うことを決心したことが一月二六日に報道された。二月三日 は 党中央軍事委員会拡大会議で金正恩が国の安全と自主権を守っていくための綱領的指針となる重要な結論を出したことが報道された。北朝鮮では、米韓と対立すること 前提に政策を推進し始めていたことが明らかになった。　
二月一二日に北朝鮮で核実験が
















































陸・海・空軍将校合同任官式で、軍事力にだけ集中 ればいかなる国も結局は自滅すると北朝鮮を批判しつつ、 「朝鮮半島の信頼プロセス構想」を推進することを再び明らかに た。しかし、北朝鮮側が予告したとおり、三月一一日に板門店の南北直通電話は機能しなくなった。三月一二日に韓国外交通商部報道官は、停戦協定の一方的な破棄または終了は許されないと声明を出したが、効果はなかった。　
朴槿恵政権は、外交・国防・統
一の長官がまだ揃っていなかったため、対応も難しかったと考えられる。外交通商部長官に尹炳世、統一部長官に柳吉在 就任し のが、三月一一日であった。ところが、国防部長官に内定していた金秉寛は、国会で承認されず、国会で政府組織改編案が議決された三月二二日に内定を辞退した。同日、国防部長官 李明博政権から引き続き金寛鎮が留任することが決定した。外交部（新設） ・国防部・統一部を総括する国家安保室
長には金章洙が就任し、三月二二日になってようやく北朝鮮への対応体制が整った。　「朝鮮半島の信頼プロセス構想」は早速第一歩を踏み出そ としていた。三月二二日に統一部は、対北朝鮮支援団体「ユージン・ベル財団」が申請していた抗結核薬の北朝鮮への搬出を承認したと発表した。搬出する抗結核薬は六億七八〇〇万ウォン（約五七〇〇万円）相当で、平壌や南浦など八カ所の結核センターの患者約五人の治療に用いられる予定である。まだ開城工業団地は稼働しており、 々の往来も可能であったので、この時点では「朝鮮半島信頼プロセス構想」を推進できる期待があったと考えられる。　しかし、さらに悪化する南北関
係の状況では、 「朝鮮半島 信頼プロセス構想」を推進す ことが困難になってきた。三月二六日に朝鮮人民軍最高司令部は声明で、野戦砲兵軍集団を一号戦闘勤務態勢に入らせ、韓国に対しても物理的な行動に出ると発表した。さらに、北朝鮮の外務省が声明で、朝鮮半島で核戦争が勃発しつつあると国連安保理理事会 公開通知すると発表した。同日 行われた哨
戒艦勇士三周忌追悼式の追悼辞で、朴槿恵は「朝鮮半島 信頼プロセス構想」に言及しなかった。　
南北関係の緊張はさらに高まっ
ていった。三月三〇日に北 では「政府、政党 団体特別声明」を発表し、この時刻から戦時状態に入ることを宣布した。同日、北朝鮮の中央特区開発指導総局報道官が開城工業団地地区と 往来を遮断し、閉鎖す 可能性に言及した。三月三一日に開催された朝鮮労働党中央委員会二〇一三年三月全員会議で「経済建設と核武力建設の併進路線」が採択されると、四月二日に北朝鮮では、五〇〇キロワットの黒鉛減速炉を再整備して再稼働する措置を取ることを発表し、北朝鮮が核開発に力を入れることが 確認された。同日に朴槿恵は、政権発足後初めて外交安保長官会議を開催して、北朝鮮への対応策を討議 た。統一部長官である柳吉在は、北朝鮮に対する人道支援を急ぐ必要はないと語り、 「朝鮮半島の信頼プロセス構想」の推進が当面困難であを示した。　
四月三日に北朝鮮側は「南側の
人員と物資の出入りを制限する」と韓国側に通知 、開城工業団地
から韓国側に戻れても、韓国側から開城工業団地に入ることは不可能になった。四月八日に北朝鮮側は、開城工業団地で働く北朝鮮労働者の撤収を発表した。そのため開城工業団地は実質的に稼 しなくなり、開城工業団地だけで機能していた南北交流はほぼ完全 なくなったといえる。朴槿恵は、四月九日に国務会議を 催し、開城工業団地の運営が難しくなれば、「朝鮮半島の信頼プロセス構想」のために使われる南北協力基金から韓国企業への被害補填を支出すると語っ 。 「朝鮮半島の信頼プロセス構想」を推進することは財政面でも困難となることが予想された。　
しかし、朴槿恵は、 「朝鮮半島


















大政策課題提示」 （ 『アジア経済』二〇一二年一 月五日）h
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